
 

 

函館市要介護認定等訪問調査実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」  

という。）第２７条第２項（法第２８条第４項，第２９条第２項，第 

３０条第２項，第３１条第２項および第３２条第２項（第３３条第４ 

項，第３３条の２第２項，第３３条の３第２項および第３４条第２項 

において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の 

規定による訪問調査（以下「訪問調査」という。）の実施に関し，必 

要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 訪問調査の対象は，法第９条に規定する被保険者であって，要 

介護認定等の申請を行った者（以下「申請者」という。）とする。 

（実施主体等） 

第３条 訪問調査の実施主体は，函館市（以下「市」という。）とする。  

２ 市は，前項の規定にかかわらず，訪問調査（法第２７条第２項（法 

第３２条第２項において準用する場合を含む。）の規定によるものを 

除く。）を法第８条第２２項に規定する地域密着型介護老人福祉施設，

同第２５項に規定する介護保険施設，同第２９項に規定する介護医療 

院，法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者および法第 

１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターに委託するこ 

とができる。 

３ 市は，第１項の規定にかかわらず，法第２７条第１項または第３２ 

条第１項の申請をした被保険者が遠隔の地に居所を有するときは，当 

該申請に係る訪問調査を法第２４条の２第１項に規定する指定市町村 

事務受託法人に委託し，または他の市町村に嘱託することができる。 

４ 市は，前２項の規定により訪問調査を委託し，または嘱託しようと 

するときは，介護保険要介護認定等訪問調査依頼書（別記第１号様式）

により，依頼するものとする。 

（訪問調査員） 



 

 

第４条 前条第２項または第３項の規定により市から訪問調査を委託さ 

れた地域密着型介護老人福祉施設，介護保険施設，指定居宅介護支援 

事業者，地域包括支援センターまたは指定市町村事務受託法人（以下

「訪問調査受託事業者」という。）は，法第７条第５項に規定する介 

護支援専門員で，都道府県および市（他の市町村に所在する訪問調査 

受託事業者は都道府県）が実施する訪問調査員研修を受講した者（以 

下「訪問調査員」という。）に，訪問調査を行わせなければならない。 

２ 訪問調査員は，訪問調査を行なうときは市が交付する函館市要介護 

認定・要支援認定訪問調査調査員証（別記第２号様式）を携帯し，申 

請者または申請者と関係のある者の請求があった場合は，これを提示 

しなければならない。 

（委託の区分） 

第５条 市は，訪問調査の委託にあたっては，次に掲げる申請者の区分 

を定めるものとする。 

（１）在宅で生活する者および介護保険施設もしくは地域密着型介護老 

人福祉施設以外の福祉施設，医療施設に入所または入院している者 

（以下「在宅の申請者」という。）。 

（２）介護保険施設および地域密着型介護老人福祉施設に入所または入 

院している者｡ 

（調査地区） 

第６条 在宅の申請者に係る訪問調査については，市が設定した地区ご 

とに定めた指定居宅介護支援事業者および地域包括支援センターによ 

るものとする。ただし，やむを得ない事由がある場合はこの限りでな 

い。 

２ 前項の規定は，前条第２号に規定する申請者について準用する。 

（調査内容等） 

第７条 訪問調査員は，申請者または申請者と同居する者などと，訪問 

調査の実施にあたり適切な日時を調整し，面接により訪問調査を行わ 

なければならない。 

２ 訪問調査は，全国統一の様式の認定調査票（概況調査），認定調査 



 

 

票（基本調査）および認定調査票（特記事項）（以下「認定調査票」 

という。）により，国が定める「認定調査票記入の手引き」に基づき， 

行わなければならない。 

３ 訪問調査受託事業者または第３条第３項の規定により市から訪問調 

査を嘱託された市町村は，第３条第４項に規定する依頼書に指定され 

た提出期限までに，認定調査票に訪問調査報告書（別記第３号様式） 

を添えて，市長に提出しなければならない。 

（守秘義務） 

第８条 訪問調査受託事業者の従業員および訪問調査員は，正当な理由 

なしに，訪問調査により知り得た事項を，他に漏らしてはならない。 

（虚偽の報告） 

第９条  訪問調査受託事業者は，訪問調査に係る結果について，虚偽の 

 報告をしてはならない。 

（指導） 

第１０条 市長は，訪問調査受託事業者に対し必要に応じ，訪問調査に 

 関する指導を行うことができるものとする。 

     附 則 

 この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 



 

 

附 則 

 この要綱は，令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 


